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１－１

～避難所等への防災対応型太陽光発電の導入～



１．基本コンセプト

「環境と防災の融合的推進」による高い防災力を持った、自然
 エネルギーに溢れる安全・安心なまちづくり

太陽光発電と蓄電池を組み合わせた

自立分散型エネルギーシステムを避難所等に設置

『低炭素都市づくり』
杜の都環境プラン

（仙台市環境基本計画）

『新次元の防災・環境都市』

仙台市震災復興計画

防災機能の強化再生可能エネルギーの積極活用

再生可能エネルギー等導入
地方公共団体支援基金

みやぎ環境交付金



２．制度の概要

• 名 称

 
再生可能エネルギー等導入地方公共団体支援基金

（（通称）新・地域グリーンニューディール基金）

• 目 的 防災拠点に対する再生可能エネルギーや蓄電池、未利用エネル

ギーの導入等を支援

• 総 額

 
８４０億円（うち仙台市分約６５億円）

• 期 間

 
平成２３～２７年度（集中復興期間）

• 基金対象事業

[1] 地域資源活用詳細調査事業

 [2] 公共施設再生可能エネルギー等導入事業

 [3] 民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業

 [4] 風力・地熱発電事業等導入支援事業



※本基金事業にかかるもののみで設定

項目 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 運用期間計

導入数(ケ所）※1

新

 
設

公共施設 0 (5) 64 50 45
178以上

民間補助 2 5 5

改修 0 (9) 0 21 19 47

合計 0 0 80 76 69 225以上

発電量（kWh）※2 0 0 726,000 605,000 550,000 1,936,000以上

温室効果ガス排出削減量(t-CO2)※3 0 0 422 331 301 1,054以上

指定避難所における導入率(%)※4 0 0 38 71 100 100％

指定避難所導入数(累計)
指定避難所数

0
192

(13)
192

73
192

137
192

192
192

192
192

※1

 

導入数は当該年度に実施する公共施設と民間施設の合計
※2

 

発電量は当該年度までに導入した新設の施設における当該年度の量

 

（年間発電量1,100kWh/kW（市公共施設発電実績による）で算定）
※3

 

温室効果ガス排出削減量は、当該年度までに導入した新設の施設における当該年度の量（CO2排出係数0.547kg-CO2/kWh（2011年度東北

 
電力調整前排出係数）で算定）

※4

 

指定避難所とは、津波により全壊した施設を除く現時点（H24.1）での指定避難所である192箇所の小中学校等

３．事業計画

• 平成27年度までに小中学校、本庁・区役所等の防災拠点となる公共施設に導入（合計約

 200ヶ所）

• 平成25年度は60箇所程度の学校等に導入を図るほか、民間の福祉避難所や帰宅困難者

 対策に対する補助制度を創設



施設名 施設数 財源 導入内容

遠見塚小

鶴が丘小

中田小

鶴巻小

国見小 5
再生可能エネ

 ルギー等導入

 地方公共団体

 支援基金

太陽光発電10kW
蓄電池25kWh

茂庭台小

沖野東小

南吉成小

松陵西小

西山小

北中山小

田子小

高森東小

9

蓄電池25kWh
（既設の太陽光発電10kWを改修）

高森東小で高所照明一部LED化を実施

折立市民センター

宮城総合支所 1
みやぎ環境

交付金

太陽光発電10kW
蓄電池25kWh
V2H、風力発電

富沢市民センター 1
太陽光発電20kW
蓄電池25kWh
V2H

平成24年度は、プロポーザル方式によりシステムを公募し、宮城総合支所など

１６施設（みやぎ環境交付金充当２施設含む）に導入

4．平成24年度事業内容



昼間 夜間

通

 常

 時

停

 電

 時

・太陽光発電を最大限に利用し、電力会

 社への依存度を低減
⇒社会全体としてのピークカット・ピークシ

 フトへ貢献

・蓄電池は停電に備え、フル充電状態で待機

・太陽光発電から電力供給
・蓄電池により電力を安定化
・太陽光発電に余剰があれば蓄電池に充電

・蓄電池から電力供給

設備

蓄電池

太陽光発電

電力会社

５．システム動作概要
【凡例】

：設備への給電

：電池への充電

太陽光発電
から電力供給

蓄電池
から電力供給

余剰があれば
蓄電池に充電

設備

蓄電池

太陽光発電

電力会社

蓄電池に充電

設備

蓄電池

太陽光発電

電力会社

太陽光発電
から電力供給

蓄電池
から電力供給

余剰があれば
蓄電池に充電

設備

蓄電池

太陽光発電

電力会社

蓄電池
から電力供給



６－１．基本システム構成（学校）
電力会社

～
太陽光発電システム

１０ｋＷ
蓄電池

１５ｋＷｈ
給電制御

装置

電力変換装置

体育館

職員室

通常照明無停電照明
無停電

コンセント

通常
コンセント

停電時供給設備

左記以外の
電源設備

自立回路
コンセント

自

立

型

電

源

（
後

 付

 け

 
可

 能

 ）



６－２．拡張型システム構成（宮城総合支所）

～
風力発電
システム
１ｋＷ

ＥＶ充電時

太陽光発電システム
２０ｋＷ（１０ｋＷ×２）

給電制御
装置

Ｖ２Ｈ

Ｇ

非常用
発電機

ＥＶ放電時

電気自動車
給電システム

２Ｆ

 

支所長室

３Ｆ

 

会議室など

通常照明無停電照明
無停電

コンセント

通常
コンセント

停電時供給設備

左記以外の
電源設備

自立回路
コンセント

自立回路
コンセント

※Ｖ２Ｈ

 

Vehicle to

 

Home

（ビークル

 

トゥ

 

ホーム）

電気自動車から交流電力を取り出す装置

蓄電池
２５ｋＷｈ

電力会社

電力変換装置

電力変換
装置等

電力変換
装置

※



７．
 

将来に向けた展開

太陽光発電＋蓄電池を

全ての指定避難所に整備

（約200ヶ所）

システム

できる範囲で補い合い、

支え合う協働の仕組み

支え合い

環境負荷の大幅な低減と

市民の安心安全の両立

「新次元の防災・環境都市」

ハード・ソフト両面からつくりあげる

仙台モデル

メガソーラーに

 
匹敵

防災性の
向上

例えば・・・
市民の方の電気自動車

を電源として活用

２メガワット
以上



８．
 

今後の課題

○ システム設置に係る適切な進捗管理

○維持管理・機器更新等に要するコスト・財源

○市民・事業者との協働の推進
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